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４．プロジェクトの進捗状況

４－１　上位計画との整合性

本プロジェクトは、「残留農薬及び農薬製剤の合理的なモニタリング体制の確立」を通じて

「安全な農産物を市場に供給する」ことを目的としている。

ここ数年来、前ラモス政権、現エストラーダ政権は、農業を重点政策にあげており、農業振

興政策・GintonAniなどを通じ、主要作物に関する食糧自給計画、零細農民への資金援助、流通

機構の整備、普及ネットワークの強化など、各種農業政策を実施している。

また、国民の約半数が農業生産にかかわっているにもかかわらず、ＧＮＰに占める農業生産

の比率が 20％強という現状から明らかなように、農業セクターにおける貧困解消、食糧自給率

の向上、国際競争力に耐え得る品質の高い安全な農産物の生産力向上は農業セクターとして重

要な課題である。

よって、国家開発計画などにおける、食糧増産、安全な農産物の生産力向上などの目的との

整合性は保たれていると判断される。

４－２　案件目標達成の見込み

本プロジェクトの目標は、「残留農薬及び農薬製剤の合理的なモニタリング体制の確立」とされ

ており、プロジェクト活動については、討議議事録（Ｒ／Ｄ）、暫定実施計画（ＴＳＩ）などに沿っ

てほぼ順調に推移していると判断できる。詳細については、あとに述べる。

４－３　自立発展の見通し

（1）財政的・組織的側面

・プロジェクト終了後にフィリピン側（特に分析機関である作物産業局：ＢＰＩに対して）の

予算配分が大幅に増加されなければ、これまでと同じレベルの活動を維持することができ

ない。特に、無償資金協力を通じて供与された高度な分析機器の運用と維持管理には適切

な予算配分が不可欠である。

・上記の予算に係る各業務が、ＦＰＡ及びＢＰＩの制度のなかで十分機能していないため、

予算確保及び人員増加のインセンティブが働きにくい状況にある。この解決のためには、

フィリピン国内の農薬モニタリング制度のひとつひとつをきちんと見直す必要があり、

フィリピン側に問題認識とそれらの改善を働きかけていく必要がある。

・ＦＰＡ長官、ＢＰＩ局長の交代が頻繁であり、プロジェクトの概要についての引き継ぎが

十分でないこともあり、プロジェクトの進捗に影響を及ぼしている。プロジェクトの成果

を、フィリピン農薬行政にどう組み込んでいくかについての方針を明らかにしてもらう必
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要がある。

・今後も、フィリピン側の動向を注視し、プロジェクトの自立発展性が懸念される場合には、

ＪＩＣＡ現地事務所や日本大使館を通してフィリピン側の適切な努力を促すことが必要で

ある。

（2）技術的側面

・カウンターパート（Ｃ／Ｐ）は、移転された技術を十分習得していると見られるため、Ｃ／Ｐ

が定着すれば、技術を維持することは可能と見込まれる。ただし、農薬行政機関である

ＦＰＡ側に対する技術については、主にプロジェクトにかかわって活動している職員が契

約職員であり、プロジェクト終了後に解雇される可能性もあるため、Ｃ／Ｐ定着に対して

注意を払う必要がある。また、継続的に契約職員の正規職員化申し入れを行っていく必要

がある。

・周辺への技術移転について、分析技術協力のＣ／ＰはＢＰＩの中央農薬分析ラボ（ＰＡＬ）

職員であるが、1998年度及び1999年度の啓蒙普及活動費を利用して、地方ＰＡＬ職員の招

へい及び中央ＰＡＬ職員の巡回指導を行っている。これにより、技術の普及のみならず、中

央ＰＡＬのＣ／Ｐ自身の技術と知識の向上、問題解決能力の習得が見られている。現在、こ

れらの活動を通じて地方との連携が強化されつつあるので、今後フィリピン側の予算を確

保し、こういった技術移転が継続できるようにする必要がある。

４－４　各分野の協力活動進捗状況

４－４－１　製剤分析

（1）活動状況

本グループは、現在ＢＰＩ：４名、ＦＰＡ：１名で構成されており、本プロジェクト活

動以外に、サービス分析、製剤業者（ディストリビュターなど）やＦＰＡから依頼されたモ

ニタリング分析を行っている。

プロジェクトの具体的な活動内容は、以下のとおりである。

① 高精度分析機器に関する技術及び知識の習得

② 適切な農薬製剤分析技術の導入（化学的分析及び物理化学的性状分析）

③ 農薬製剤に異物が混入した場合の同定技術の改善

④ ガスクロマトグラフィー（ＧＣ）による農薬製剤中の不純物同定技術の習得

⑤ 農薬製剤分析法マニュアルの作成

本活動は全般的に基礎的な段階が達成され、応用段階の第一歩のところにある。
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1） 分析機器操作などの習得

分析技術の習得のため、依頼分析試料も活用して、農薬の種類別に指導が行われ、ガス

クロマトグラフ（ＦＩＤ、ＭＳＤ）、高速液体クロマトグラフ（ＵＶ－ＶＩＳ、蛍光、ＤＡＤ

など）、分光光度計の操作についての知識及び技術はほぼ習得しており、簡単なトラブル

シューティング及びメンテナンスについても対応できるようである。しかし、分析に不

可欠な標準品に国内で入手できないものもあり、製剤から有効成分を抽出して純品を得

ることも試み、標準品の確保に苦慮している。

2） 分析技術の改善

各種農薬の分析を積み重ね、高精度分析機器を利用した基礎的技術を習得している。

また、製剤の物理化学性試験の１つである懸濁性試験を試みている（物化性試験は製

剤モニタリング手法の１つである）。

さらに、1998年６月に行われたワークショップでの論議により、農薬製剤のモニタリ

ングを活動項目に加え、国内各所から 50製剤を集め、モニタリング分析を実施した。

以上のように、製剤分析に関する諸技術は、ほぼ習得できており、新たな分析経験を積

んでいくことが必要な段階にある。技術レベルを維持及び上昇させるためには、目標を見

失わないように、明確な目的意識をもって、さらに活発な活動を行っていくことが望まれ

る。

（2）成果・問題

分析機器の操作法及び数種類の農薬製剤分析技術は習得、改善できているので、全登録

農薬の分析技術を身につけ、本グループの最終目標である全登録農薬の製剤分析マニュア

ルを作成することは、今後これまでの活動を十分生かしていけば、計画どおりの成果が期

待できる。ただし、特殊な技術を要する製剤を分析する場合やその他の新たな問題が発生

した場合には、現在残留分析の専門家が対応しているので、短期専門家の派遣などの対応

も必要になる可能性はある。

農薬標準品について、現在十分な確保ができておらず、その確保は試行錯誤の状態であ

る。以前専門家が製剤から抽出・精製して標準品を得る方法を紹介したが、手間がかかる

うえ、多くの標準品をこの方法で確保することは困難である。しかし、本活動には全登録

農薬の標準品が必要不可欠なので、購入予算の確保はもとより、入手経路の確立が重要な

課題である。入手手段として、登録申請時の提出量を現在の量より増加する、あるいは再

登録申請時に再提出させるなど、ＦＰＡの密なる協力が必要である。
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本グループ活動は、残留分析を主体としたプロジェクトのなかにあって、安易に考えら

れがちだが、農薬使用を総合的に管理していくうえで、製剤品質の管理という重要な一端

を担っているので、各カウンターパートが目標を見失うことのないよう活動に取り組むこ

とがアウトプット達成の大前提である。

４－４－２　残留分析

（1）活動状況

本グループは、現在 6名（ＢＰＩ：５名、ＦＰＡ：１名）の職員で活動しており、本プロ

ジェクト活動のほか、日常業務として民間（輸出入業者など）や大学から依頼された残留分

析に対応している。

プロジェクト活動として、農薬残留分析技術の向上を目的とした活動、具体的には、以

下の活動を行っている。

① 分析機器に関する技術及び知識の習得

② 適切な残留分析技術（抽出及びクリーンアップ法）の導入

③ 多成分一斉分析法の導入

さらに、習得した技術を地方ＰＡＬへ普及するため、残留分析研修会を行っている。

全般的に、基礎的な段階は達成され、実施計画は順調に進み、応用段階の第一歩のとこ

ろにある。

1） 分析機器に関する技術及び知識の習得

主要な分析機器であるガスクロマトグラフ（ＧＣ）及び高速液体クロマトグラフ

（ＨＰＬＣ）の基本的操作法はほぼ習得しており、特に、使用頻度の多いＧＣについては、

各検出器の特徴を理解し、日々のメンテナンスも適切に行われているようであった。ま

た、ガスクロマトグラフ質量分析計（ＧＣ－ＭＳ）を未知物質の同定に利用しはじめ、活

動の成果が見られる。しかし、ＨＰＬＣを使用する分析が少ないため経験が浅く、今後

の活動による経験の蓄積が期待される。

2） 適切な残留分析技術の導入

残留分析に必須のクリーンアップに必要な基礎知識やその重要性が認識されていな

かったが、旧来の分析法（1991年 German projectにより導入されたon-line法）と新手法

であるクリーンアップ法（液々分配、ＳＰＥカートリッジ・オープンカラム精製）につい

て比較試験を行うことにより、クリーンアップ技術の原理及び重要性について理解を深

めた。初歩的な分析法を確立する土台ができたといえる。
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3） 多成分一斉分析法の検討

多成分分析法に関する基礎知識はほぼ習得し、技術も定着してきたところである。10

種類の分析法を検討し、36モニタリングサンプルを分析した。

今後、分析法の更なる検討を進め、モニタリング分析に対応できる方法を確立するこ

とが期待される。

4） 分析技術研修

地方ＰＡＬ職員に対し、２回の講習会を実施した。

講習会における参加者との討議を通して、カウンターパート自身の知識や技術を認識

し、今後の活動に生かすとともに、地方ＰＡＬ職員の技術向上により、多様なデータを

集積できるようになれば、プロジェクト終了後も継続して活動ができると期待される。

（2）成果・問題

農薬残留分析の基礎技術の習得及び改善は、実施計画どおり達成している。

しかし、最終目標である科学的に信頼性の高い成績を出せる技術の習得及び習得した技

術を農薬残留実態調査や受託分析に活用するためには、今後、目的意識を明確にもって、分

析に関する経験をより多く積み、応用していくことが必要である。さらに、最新の分析技

術に習熟し、問題解決能力を養うことで、信頼性が高いレベルに到達すると見込まれる。

分析機器の各スペアパーツや試薬などの資材購入、機器の維持管理に要する経費の確保

は、プロジェクト活動終了後も継続して分析を行っていくために必要であるため、継続し

て努力してほしい。
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＜農薬分析における共通問題＞

（1）分析費用の負担

スペアパーツや農薬標準品など分析諸用品の確保は、プロジェクトにおいても、またプ

ロジェクト終了後の分析活動においても必要であるので、これらにかかる費用の確保は十

分に考慮すべきである。ＢＰＩ側ですべての分析予算を確保するのではなく、ＦＰＡとし

て必要なデータに関する分析、例えば製剤、残留の両モニタリング分析には、ＦＰＡの積

極的な予算の支援が必要と考える。

（2）廃液（溶媒）処理

現在、廃液処理の有効な手段がないため、実験棟とは別棟の施設内に瓶に入れて保管し

ているが、今後農薬分析の２グループ（残留・製剤）と作物残留試験（ＳＰＲＴ）グループが

継続して分析を行い、さらに分析件数も増えるとなると、保管量が多くなることで危険性

が大きくなる。そこで、何らかの処理方法を確立する必要がある。

当面の対処案として、以下が考えられる。

1） 廃液を最低限にする。

洗浄に使用した溶媒廃液は、再蒸留し洗浄専用としてリサイクル使用する。

溶媒使用量の少ないＳＰＥカートリッジなどを利用した分析法で対応する。（コスト

の問題あり）

2） 廃液を蒸散させる。

使用後の溶媒をなるべく蒸発させ、廃液としてためない。

しかし、これらはあくまで経過措置であり、今後農薬分析の体制を改善維持していくなら、

工場等廃液処理を行っている機関への処理依頼など、手段の確保が必要であると考える。

（3）目標の明確化

基礎的な技術をマスターした段階にあり、ある程度の数を分析した経験もできたことか

ら、１つの山を越えた感がある。しかし、専門家から新たな分析技術を導入されることに

慣れ、自ら主体性をもって活動をしていない面がある。そこで、今後活動をより活発にす

るには、各グループ目標を明確に持つことが必要である。

各グループの分析結果が、何に使われ、どのように役立っていくのかがはっきりしてい

ないと、分析者としての興味や向上心、さらに考察がないまま分析することになり、分析

技術もデータも向上していかないと思われる。ＦＰＡにおいて、立入検査などを充実させ、

分析結果に基づく積極的な活動を行い、データを有効に活用すべきである。それにより、

ＢＰＩ－ＰＡＬも分析を実施する目標が明確になるのではないだろうか。
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４－４－３　作物残留試験（ＳＰＲＴ）

（1）Ｒ／Ｄで設定されたアウトプット目標及び活動計画

Ｒ／Ｄで設定された成果の目標のうち、作物残留試験に関するものは以下のとおりであ

る。

（1）作物残留試験の方法が改善される

予定された活動

① 農薬最大残留基準（ＭＲＬ）設定のために優先度の高い農作物と農薬

の組み合わせの決定

② 適切な作物残留試験手法の導入

③ 作物残留試験技術向上のための研修

④ 作物残留試験マニュアルの作製

（2）具体的な活動内容

「作物残留試験の方法が改善される」ための具体的な活動の項目は以下のとおりである。

① 優先作物リストの作製

② 作物栽培と農薬の使用実態に関する情報の収集

③ 作物と農薬の組み合わせの決定

④ 圃場試験サイトの選定

⑤ 詳細試験計画書の作成

⑥ 圃場試験の実施

⑦ 圃場試験に関する研修及びワークショップの開催

⑧ 作物残留試験のための技術マニュアルの作成

1） 優先作物リストの作製

ＢＡＳ、ＦＮＲＩ、ＦＰＡ、ＦＡＯ／ＷＨＯの国際食品規格（Ｃｏｄｅｘ）、ＪＭＰＲ－

ＦＡＯ／ＷＨＯより生産量、消費量、登録農薬、ＭＲＬ、１日摂取許容量（ＡＤＩ）の情

報収集が行われ、これらの情報を基に優先順位の高い作物のリストが作成され完了した。

2） 作物栽培と農薬の使用実態に関する情報の収集

農家、普及員及び農薬販売店などから聞き取り調査を行い、農薬の使用実態、作物栽

培に関する情報の収集が行われ、本項目も順調に進行していると思われる。

3） 作物と農薬の組み合わせの決定

多く使用されている農薬の半分程度が未登録ということもあり、登録された農薬を選
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択し使用している状況である。

4） 圃場試験サイトの選定

現在までに、ＬＢＮＣＲＤＣ（Los Banos National Crop Research and Development

Center）、ＮＣＰＣ（National Crop Protection Center）で試験が行われてきたが、1999

年８月 11日、ＬＢＮＣＲＤＣにＳＰＲＴ専用の約１ haの圃場、試験施設、及び２名の

Ｃ／Ｐが確保されたことから、今後本圃場の有効活用が望まれる。

さらに、この２名のＣ／Ｐに中央ＰＡＬとＦＰＡのＣ／Ｐから技術移転を進め、散布

から収穫までの作業を行ってもらうことにより、距離的、時間的問題が解決されるであ

ろう。

しかしながら、この圃場は排水、灌漑設備は整っているものの即試験に使用できる状

態ではないため、土壌特性、排水、傾斜などを考慮した圃場整備及び区画整備が急務で

あろう。

5） 詳細試験計画書の作成

メンバ－全員がプロトコール、フィールドノートの作製が可能ということであった。

また、基本的な、試験区の設定、散布法、サンプリング法、輸送法の技術は身につけた

と思われ、今後予定される試験においても、今までの経験、専門家から得られた知識、日

本での技術研修を生かし、実施可能と思われた。

6） 圃場試験の実施

現在までに、ＬＢＮＣＲＤＣ、ＮＣＰＣにおいて６作物、５農薬の組み合わせで計９

試験が実施された。ラベルにそった試験とは別に実際の農家の使用状況に合わせた試験

も実施されており、今後残留量調査などにおいても役立つものと思われる。

計画では 15作物について試験が行われる予定であるが、そのうちいくつかのものにつ

いては、管理された圃場が確保され、農薬との組み合わせも決定し、計画されている。

プロジェクト終了後は、ＦＡＯ／ＷＨＯのＣｏｄｅｘ－ＭＲＬでＭＲＬが設定されな

いようなマイナー作物についても試験を実施する必要があると思われる。

7） 圃場試験に関する研修及びワークショップの開催

地方ＰＡＬのメンバーを対象とした３回のセミナーと１回のフィールドワークショッ

プが開催された。
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8） 作物残留試験のための技術マニュアルの作成

ＳＰＲＴを実施するためのマニュアル作製は既に、Preliminary Manual onＳＰＲＴ

が作製され、2000年には 1st Draftが提出される予定である。これは、今後フィリピン

でのＳＰＲＴを進めるうえで非常に役にたつと思われる。さらに、作成段階において、今

までの経験を生かした、自国の農業に適応したものを作製する必要があろう。

最後に本活動は順調に進行していると思われるが、中央ＰＡＬ、ＦＰＡのＣ／Ｐは更な

る技術向上のため、より多くの試験を実施し、基礎知識の習得、試験期間中に起こる諸問

題に対する対応能力、より詳細な試験設計を立てる能力を身につけるべきである。さらに、

ＳＰＲＴを確実にするために裏づけデータとなる実験的な試みが必要である。既に、ガラ

ス室内において、散布と降雨の関係についての試験が実施されており、今後もこのような

実験の継続が望まれる。

また、他から提出された残留試験データを正確に評価できる力を身につけることも重要

であると考える。

４－４－４　マーケットバスケット調査（ＭＢＲ）

（1）Ｒ／Ｄで設定されたアウトプット目標及び活動計画

Ｒ／Ｄで設定された成果の目標は、「農薬最大残留基準（ＭＲＬｓ）設定のためのマー

ケットバスケット調査手法改善」である。

（2）具体的な活動内容

Ｒ／Ｄで示されている「適切なマーケットバスケット調査法の導入」のために以下を行う

ことになっている。

① 適切なマーケットバスケット調査法の導入のために現行の方法を見直す

こと

② 世界各国のマーケットバスケット調査法に関する調査

③ 現行の調査法の利害得失の検討

④ より適切なマーケットバスケット調査法の導入

詳細暫定実施計画ではこのうち、より適切なマーケットバスケット調査法の導入につい

ては、プロジェクトの最終段階で実施する予定となっている。　

（3）現在までの達成状況

本調査により、現在までＢＰＩは、本プロジェクトの短期専門家及び長期専門家の提言
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により調査の計画を立案し、これまでに約 350検体の農産物を市場からサンプリングして

残留分析試験を実施している。しかし、得られたデータはＭＲＬグループ等には情報提供

など利用されていない。そのほか、ＭＢＲに関する諸外国の文献調査及び情報収集を行い、

ＭＢＲについて予備的な活動を行っている。

（4）今後の課題及び最終目標の見込み

本グループの行っている現状の調査は、ＭＢＲといえるものではなく残留農薬実態調査

である。現段階では、ＭＢＲの調査結果を基にして基準値を設定することを目的としてい

る。本来、ＭＢＲとは基準値が定められた農薬が適正に使用されていることを前提とし、日

常の食生活においてどの程度の農薬が食品を介して人に摂取されているかを把握し、その

量が１日摂取許容量（ＡＤＩ）以内に収まっていることを確認するための調査である。しか

し、現状、フィリピンでは、農薬最大残留基準は設定されておらず、今の段階で必要な調

査は、フィリピンの農作物の残留農薬の現状把握であり、残留実態調査が必要である。本

調査団の聞き取り時においても、フィリピン側はＭＢＲについて完全に理解しておらず、

現在までの本グループの活動は残留農薬実態調査であることを把握していなかった。

したがって、本グループは、フィリピンの農薬に関する制度などの現状及び現在までの

活動内容からみて、1999年３月のワークショップの提言どおりに「マーケットバスケット

調査（ＭＢＲ）」から「残留農薬実態調査」と名称を変更すべきである。また、活動内容も整

理し、今後のＭＲＬ設定時に基礎データとなるような、現状の農産物などの残留農薬の実

態把握を目的として、新たに調査の計画立案が必要である。この計画には、農薬行政機関

であるＦＰＡも参入すべきであり、フィリピン政府としてＭＲＬを設定する農作物、農薬

を決定し、その方針に基づいて調査計画を立てなければならない。その計画に従って「残留

分析グループ」及び「残留農薬実態調査グループ」が協力して必要な残留データを集積して

いかなければならない。

（5）カウンターパートへの技術移転とその後の展開

現在まで、ＭＢＲと残留農薬実態調査の目的を混同し、よく理解されないまま活動が行

われてきた。本調査団により、ようやく両者の目的が認識された。今後はＭＲＬ設定に必

要な基礎的データの取得を計画的に行う方法などについて再検討し、新たな計画に則した

指導が必要である。
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４－４－５　農薬最大残留基準（ＭＲＬ）設定に必要な情報の関係機関への提供

（1）Ｒ／Ｄで設定されたアウトプット目標及び活動計画

Ｒ／Ｄで設定された成果の目標は「ＭＲＬ及び農薬安全使用基準設定のために必要な情報

が関係機関に提供される」ことである。

Ｒ／Ｄで示された成果を得るための活動として、以下が計画されている。

① ＭＲＬｓ設定のために国民栄養調査からフードファクターを取り出すた

めの適切な手法の導入

② ＭＲＬｓ設定についてのデータ処理に関する科学的評価助言を担当機関

に対して行う

（2）具体的な活動内容は、以下のとおりである。

① 食物消費調査データの内容検討

② 食物係数の推定

③ ＭＲＬに関する文献の調査

④ 食物係数を考慮した残留分析データの統計学的解析と残留試験結果の評

価

⑤ 食物消費量調査と残留試験結果を基礎とした農薬安全使用に関する提言

（3）現在までの達成状況

ＭＲＬグループは、プロジェクト開始直後は担当するＣ／Ｐが明確化されていなかった。

本グループの活動状況は、他のグループと比較して進捗状況が遅く、ＭＲＬ設定に向けて

ＦＡＯ／ＷＨＯのＣｏｄｅｘ及び諸外国の文献調査を中心とした活動となっている。また、

数種類の農薬についてＣｏｄｅｘの定めたＭＲＬを準用して Food and Nutrition Research

Institute（ＦＮＲＩ）の国民栄養調査から理論的１日摂取量（ＴＭＤＩ）方式により暴露量

の試算を行っている。しかし、現状ではＭＲＬ設定に関しての予備的な活動が主となって

おり、具体的な活動はまだ開始されていない。

（4）今後の課題及び最終目標達成の見込み

ＭＲＬ制定は、本プロジェクトの活動範囲外の事項であり、行政機関であるＦＰＡが業

務として行うべきものであることは、今回の巡回調査により日本・フィリピン両国で再確

認された。プロジェクトの残り２年半でフィリピン独自のＭＲＬを制定するのは非常に困

難なことである。しかし、本プロジェクトは、直接の成果とはなり得ないが、将来の設定

に向けて、設定のために必要な情報提供を行うものであることが明確化された。
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今後は、ＦＰＡが主体となり、フィリピン政府の業務のなかで、ＭＲＬを設定に向かっ

て取り組んでいくことになるが、設定に関しては、ＭＲＬの必要性を十分理解し、そのた

めの知識の集積が必要である。また、ＭＲＬ設定に際しての法体系、制定の手順、設定後

に基準に違反している場合の罰則など、行政的な問題についての理解、さらに、設定され

た基準値を超えることがないように農薬の適正管理・使用、登録農薬のラベル表示などに

関する農薬安全使用についても認識を高めることが重要である。

以上のことから、本グループ独自での目標達成はなく、ＦＰＡなどの行政機関、他のグ

ループと相互に関連づけた計画立案が必要である。フィリピンの農薬管理体制確立のため

には、行政機関が展望をたてて各グループと緊密な連携を行い、プロジェクトを進めてい

かなければならない。

（5）カウンターパートへの技術移転とその後の展開

ＭＲＬについては、概略的な知識はあるが、設定をする際の方法、必要なデータ、設定

後の行政処分、さらに適正な農薬の安全使用について一連の理解が欠けているため、得た

知識の整理が必要である。また、本グループの活動は行政機関であるＦＰＡが中心となり、

ＭＲＬ設定に関して詳細な計画を立て、プロジェクトの各グループを総括していかなけれ

ばならない。

４－４－６　安全使用指導

（1）活動状況

本活動のカウンターパートは、ＦＰＡ：４名、ＢＰＩ：１名であり、農薬の安全な取り

扱い及び適正な使用について情報を整理し、広く普及啓もうすることが主目的である。具

体的な活動内容は、以下のとおりである。

① 農薬の安全な取り扱いと適正使用のための研修プログラム作成

② 農薬取扱者に対する農薬安全使用マニュアルの作成

③ 農薬安全使用研修の実施

本グループには、当初長期専門家が派遣されていなかったが、約１年前から専門家が派

遣され、活動範囲を広げて活発に活動している。

本活動は、全体的に順調に進んでおり、活動内容も充実している。農薬安全使用に関す

る現状を把握するため、①農業研修局（ＡＴＩ）、ＮＣＰＣ、国際稲研究所（ＩＲＲＩ）など

の国内各機関を訪問し、農薬安全使用に係る資料などの調査、②全国の農家や農薬取扱業

者（製造業者、販売業者）に対してのアンケート調査を実施した。その結果、資料の整備状

況は十分とはいえず、農薬安全使用に関する農薬取扱業者の認識はあっても、農家は十分
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な知識をもっているとはいい難い状況にあることがわかった。

また、地方政府の農業技術指導者を対象に農薬の安全使用に関する研修会を全国 19か所

で実施し、フィリピン作物保護協会（Crop Protection Association of the Philippines：

ＣＰＡＰ）加盟の農薬企業は販売活動の一環として普及啓蒙活動を行っているが、地方政府

の農業技術指導者に対して研修は行われておらず、そのため農家に対しても研修指導がで

きていないことが明らかになった。さらに、農家は病害虫・雑草防除などの情報をほしがっ

ていることもわかった。

現状においても、研修会やＴＶ／ラジオなどによるキャンペーンを通した普及啓蒙活動

により、農薬使用者の知識向上が見られ、その効果が現れてきているので、今後の更なる

活動による成果が期待される。

以上のように、農薬安全使用に関する現状の把握ができたと思われるので、より効果的

な情報の普及方法を考え、新しい、あるいは不足している情報をマニュアルの更新などに

反映させ、的確な情報で適切な指導を行うことが必要である。

（2）成果・問題

本活動のなかで、適用一覧表のような基本的な情報を含めた農薬の使用に関する資料の

整理が不完全であることがわかったので、関係資料のチェックや農家に対する追跡調査を

行い、農家に役立つ資料の作成をめざすことにより、活動の目標である農薬安全使用に関

する必要な情報を関係機関に提供することが可能と思われる。

また、アンケートや研修会を通してカウンターパートは普及啓蒙活動の必要性を理解し

ており、今後ＣＰＡＰやＡＴＩと連携協力した活動方法を確立することで、農薬取扱業者

のみならず農家にも適切な指導を行うことが可能となる。この普及啓蒙活動を行う連携協

力体制を確立、堅持することにより、製剤及び残留分析による情報をＦＰＡで問題解析し

たのち、的確に集中して伝達、指導することが可能となり、より効果的である。

農薬の安全使用（Safe handling）は、マニュアルや各種資料による適切な取り扱いを指

導することによって、また適正使用（Proper use）は、各種残留分析による情報を解析し、

その情報を提示して適切な使用方法を指導することによって成るものと考えられるので、

ＢＰＩの支援が重要な手段となることを認識する必要がある。


	４．プロジェクトの進捗状況
	４－１ 上位計画との整合性
	４－２ 案件目標達成の見込み
	４－３ 自立発展の見通し
	４－４ 各分野の協力活動進捗状況


